
資料４-１-２ 

多子世帯・ひとり親世帯等の保育料負担の軽減について(案) 

 

 

【平成 28 年度国予算案における子ども・子育て支援新制度の状況について】 

 

≪主な充実の内容（保育料関係）≫ 

◇多子世帯・ひとり親世帯等の保育料負担の軽減（幼児教育の段階的無償化を含む） 

・年収約 360 万円未満の世帯について、多子計算に係る年齢制限を撤廃し、第２子の保育料

を半額、第３子以降の保育料を無償化する。 

・年収約 360 万円未満のひとり親世帯等への優遇措置を拡充し、第１子の保育料を半額、第

２子以降の保育料を無償化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成 28 年度の方針】 

保育料は国が定める上限額の範囲内で、それぞれの市町村が定めます。 

本市では、国の保育料負担軽減案の詳細が分かり次第、条例改正案を議会に上程する予定。 

 


